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ご注意

本資料に記載されている内容は2018年11月時点のものです。

法令の内容などは改正により随時変更がありますので、最新の
情報にご注意ください。
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電波法との関係

• 総務省電波部に確認しましたところ、LPWAがアンライセンスバンドを使う限りにおいては、電
波法上の届けなどの手続きは不要とのことです。

• 端末の技適取得などは必要ですが。
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電気通信事業法上の登録

• 総務省データ通信課に確認しましたところ、LPWA事業者は登録電気通信事業者となりま
す。

• ただし、サービス区域が一つの市町村に閉じる場合は、総務省地方総合通信局へ届出です
みます。一つの都道府県に閉じる場合、地方総合通信局への登録、それを超えると霞ヶ関の
総合通信基盤局事業政策課に登録が必要です。

• 四半期ごとに事業政策課に対して契約数、回線数、基地局数の報告を行う必要があります。
（電気通信事業法報告規則第１条、第２条、様式第の２）2018年4月より

• 通信の秘密、利用の公平など、電気通信事業法の一般法規の適用があります。
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電気通信事業の登録手続き
• 電気通信事業法9条、電気通信事業法施行規則4条

• 総務省ホームページにある「電気通信事業参入マニュアル」参照 設備概要、ネットワーク構成図など

• 「電気通信設備統括管理者」の選任

• 「電気通信主任技術者」の選任（Sigfoxの場合は、都道府県ごとに必要です）

• 「事業用電気通信設備管理規程」の制定

– 管理体制
• 経営責任者、統括管理者、主任技術者、設備各部門の職務および選解任

– 管理方法
• 設備の冗長化、監視方法、通信量の計測、セキュリティ、事故発生時の取り組みなど

• 「技術基準」

– 停電対策、輻輳対策、災害対策など

• 「技術基準適合自己確認届出書」

これらを作成、提出する必要があります。これらの書式は総務省の地方総合通信局のホームページにからダウンロードできます。

自前でやると結構大変ですので、MVNO的にすでに設備を持つ事業者からMVNO的に借りて事業を行う、というやり方もあるそうです。
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2018年8月 情報通信審議会 情報通信技術分科会 IPネットワーク設備委員会（第41回）

LPWAサービスに関わる技術基準の適用（今後の予定）

6



重大事故の報告（基準の見直し）
2018年8月 情報通信審議会 情報通信技術分科会 IPネットワーク設備委員会（第41回）

通常ですと、電気通
信役務の提供を停止
又は品質を低下させ
た事故のうち、影響
利用者数が3万人以上
かつ継続時間が2時間
以上の場合には重大
事故として報告する
義務があります。
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